
   各 地 か ら 　
	◆大分県

雑誌記事めぐり、県歯科
医師会が大人げない対応




大分県は今、保育・学校現場への集団フッ素洗口導入をめぐって、推進の県歯科医師会と反対の県教組など諸団体と鋭い対立関係にあります。

折りもおり、大分県内で発行されている「ミックス」という雑誌（９月号）の教育現場ルポシリーズの69回目に「フッ素洗口」という記事が掲載されました（06年8月10日発行）。これがなかなか秀逸な記事で「夏休み、歯科検診、虫歯の予防」と書き進みながら、「フッ素の賛否」で推進派の講演の主張を次のように紹介。

◇　文明国ではフッ素を栄養素として扱っており、水道水に添加して飲んでも安全なものである。発がん性があるという新聞記事が出たが、老人が増えたためがんが増えただけで、これは少ないデータのトリックである。

◇　みんなの健康生活向上のため、家庭でフッ素洗口しても虫歯は減ってこない。予防は４～14歳が重要で、効果的な虫歯予防策としてフッ化物洗口に代わるものはない。

　そして次に、フッ素導入に反対する県内内科医の意見を紹介（要約）。

◇　フッ素はリスクを伴う。一律実施は個人の体質を無視し危険・人権侵害の恐れあり。

◇　フッ素入り歯磨き剤のシェア80％以　　上でフッ素洗口の意義は薄い。虫歯予防は生活習慣の改善が大切で、安易にフッ素に頼るべきではない。

　「教育現場・医療現場」の節では、集団フッ素洗口は医療行為で本来歯科医師や歯科衛生士が行うものである。にもかかわらず、無診察・処方せんの発行もなく実施したり、無資格の学校職員が行うことは歯科医師法違反である。むやみに公私の権力（学校・園）が、教職員ら無資格・無免許者が行うべきではないと指摘。

「必要性・有効性・安全性」の節では、推進側の「フッ素洗口導入を進めるべき立場の養護教諭が、率先してフッ素洗口導入に反対しょん。仕事をせんで、楽しようとしちょん。」などの言辞は、的外れの中傷であると批判を加えています。「推進派だけの話で全員に強制的に、しかも誤飲の恐れがある幼い子どもたちに洗口をさせているとしたら、とんでもない話だ」と結びます。

大分県歯界月報（2006年11月号、No.641、7～9頁）の対応と戦術

この記事に怒り心頭の佐伯市の花井代議員は「ミックスに抗議しないのか」と会長に迫ります。丸尾会長は、痛烈な抗議は歯科医師会にマイナスで、ミックスの編集長がうちにきて反論を載せるように話をすることになっている、また「めじろん」国体が大分県であり行政から募金依頼が来ている、募金に協力することで（フッ素推進の）行政の協力を取り付けるアピールになるのでと。

　難波理事は、フッ素洗口事業への県歯科医師会内には温度差があり、６郡市しか事業報告があがっていない、「現在、公立の幼稚園・小学校は今のところ無理のようです。ですから、私立の幼稚園から始めていき、人数を増やし、増やすことで必ず『私立はやっとるのに公立は何でしないんだ』…なぜ幼稚園でやって小学校でやらないのだ」と進めていくと述べています。

　「専門家」の医歯科学の論理と謙虚さがどこにあると思いますか。フッ素推進県歯科医師会の面子と業界利益のみで、子どもの歯の健康は彼らの利益のダシに過ぎない？

	◆日本教職員組合

養護教員部が中央行動で

文科省・厚労省と交渉




　日教組養護教員部は、12月11日第８次（高校第７次）教職員定数改善計画の実現と、養護教員の全校配置、複数配置の基準引き下げ等を要求し、文部科学省交渉を行いました。また、合わせて子どもの健康権確立のための厚生労働省交渉も行いました。さらにこれと並行して、文部科学省交渉と同趣旨でその要求実現に努力するよう、民主党・社会民主党と国会議員への要請行動を行いました。

　各単位組合の代表１名、自主参加を含め５３名の参加があり、学校現場や地域の実態を訴えることができました。

（以下、フッ素洗口にかかわる回答）

＜文部科学省の回答＞

ＷＨＯや厚生労働省は有効性を認めている。厚生労働省のガイドラインを参考にしてほしい。文科省としては一律に禁止にするつもりはない。危険という認識ももっていない。歯科医に賛否両論あることは認識している。文科省としては積極的にとりくみをすすめてはいない。実情に応じてやればいいのではないか。

＜厚生労働省の回答＞

　ガイドラインについておこなわれていると考えている。同意のとれたものに行い、問題なくすすめられていると認識している。

厚生労働省からの回答を受けた後、参加者から各県の実状を訴えるとともに、問題点の指摘をしました。しかし、フッ素洗口については認識の違いが大きく、養護教員が洗口液を希釈していることやフッ素の人体への害などこちらの問題とすることを理解してもらえませんでした。フッ素については今後も問題点を追求していく必要があります。

（2006年12月８日　日教組養護教員部ニュースから抜粋）

	◆フッ素を考える新潟連絡会

市町村合併を機にフッ素

洗口拡大など情報交換




　新潟県内で集団フッ素洗口に反対して運動をすすめている住民グループ「フッ素を考える新潟連絡会」の第20回総会が2006年12月２日(土)新潟市で開かれました。

現在新潟県内では、佐渡市をはじめ旧大和町や新潟市の保育園でのフッ素洗口が広がりつつあります。これはすでに実施されている町村と合併することで、未実施地域でフッ素洗口が推進しやすくなっているという現状があります。表向きの理由として、「同じ市の中で実施校と未実施校があるのは不平等。行政サービスとしてフッ素洗口事業を平等に普及させたい」という行政側の意向も強く働いています。柏崎市でも突然、実施の話が持ち上がるなど市町村の大合併を機に、静かに洗口が拡大していることが話し合われました。

引き続き情報提供など各地のとりくみを支援していくことなどを確認しました。

	◆オーストラリア

フッ素ガイドラインを提
示、いぜん応用を推進




オーストラリアのガイドラインが2005年10月に提示されました。オーストラリアはフッ素化国であり0.6～1.1mg/Lの水道水フッ素濃度レベルです。フッ素化水とフッ素を含まない水が選択できるように、フッ素を除去（ろ過）するフィルターを製造しなければならないとしています。アメリカ歯科医師会と違って「最近の粉ミルクは、フッ素が添加されている水を用いたとしても幼児にとって安全である」としています。

フッ素入歯磨剤では、生後17か月までは使用すべきでないとしています。18か月～5歳までは0.4～0.5mg/g（400～500ppm）含有で、6歳以上で1mg/g（1,000ppm）、カリエスリスクの高い人は1mg/g以上含有の歯磨剤使用を薦めています。しかし、いずれも「飲み込むことなくはき出し、洗口しないよう行う必要がある」としています。

フッ化物のサブリメントは効果がない、歯のフッ素症の危険性が大きい小さな子どもではより効果が少ない、ドロップ、タブレットのフッ化物サブリメントは飲用すべきではないとしています。

フッ化物洗口剤では「６歳未満の子どもたちは、フッ化物過剰摂取による歯のフッ素症の危険性のため、フッ化物洗口剤を使ってはならない」「６歳未満の子どもは、フッ化物洗口剤の使用を禁止する」と強く警告しています。「カリエスリスクの高い６歳以上でも有用になる可能性がある」としているに過ぎません。

(日本歯科医師会雑誌Vol.59 No.8 2006-11)
	◆アメリカ学会誌

キシリトールで犬に肝不
全を引き起こす？疑惑




アメリカ獣医学協会の学会誌に発表された報告書は、キシリトール甘味料と犬の健康不良との関係性を強調しています。キシリトールを含む製品を食べた後に、治療を受けた８匹の犬のうち５匹が死亡または安楽死させられました。犬たちは、肝不全を起こしていました。

　研究者のグワルトニー・ブラント女史は、次のように述べています。

　ごく少量のキシリトール摂取ですら大幅なインシュリン分泌のきっかけになり、血糖値を急激に下げて危険を招くことがある。１グラムのキシリトールを摂取した体重10キロの犬は、治療が必要になると。そして、因果関係を証明するにはさらなる研究が必要だともいいます。（「ロイター通信＄キシリトール」で検索されたい。）
　　　　　　（ロイター通信　06.9.29）

	◆アメリカ

アラスカ州ジュノーで水
道水フッ素添加を禁止




アメリカアラスカ州のジュノーで水道水フッ素添加を禁止しました。（06.12.11）

　ジュノーは、太平洋のアラスカ湾側でカナダ国境に近い都市（バンクーバーとアンカレッジとほぼ等距離）。２年前の04年にフッ素添加で水道のパイプが腐食するとして中止されました。フッ素添加の再開を巡って議会で任命された特別委員会で紛糾。開業歯科医師の多くがフッ素添加を支持。しかし、住民が猛烈に反対。議会は、フッ素化を中止すると最終的に決定しました。

同州のケチカン、ヘイネス、アンカレッジ、シトカ、ベテル、フェアバンクスではフッ素添加は拒否されています（下線：アラスカ州の三大都市）。同州では1992年フーバーベイの町（ベーリング海側）で大量フッ素中毒事故（1人死亡、296人中毒）が起きました。

　全米各地でフッ素化の中止があいつでいます。05年には12都市、06年には５都市で中止されました。アメリカでは現在32％の学齢の子どもが歯のフッ素症にかかっているといわれています。











